
福祉安全委員会行政視察報告書

委員名 : 愛敬 重之

視 察 先 :東京都 品川区
　
　
視察日時 :平成 24 年 7月 20 日 午前 9 時 02分 ~ 午前 11 時 00 分

【 視察事項 木造密集地域の防災力向上につし、て】

< 視察を通しての考察 ･参考となった事例 ･感想等>

7月 2 0 日 :品川区 木造密集地域の防災力向上について

1 会議に入る前に品川区防災センターを見学しました。
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特に防災シアターは3 Dで、大きな地震が発生した映画でした。地震発生時では、座席が震度5レベルで横揺れを起こし

かなりリアルでした 肖ゞ火訓練や品川シェルター、備蓄品等の展示があり、区民の防災意識がかなり大きいのが理解できま

した。特に備蓄品やシヨルタ一等経済効果もあると思います。
2 品川区における防災区民組織の育成に関する要綱の説明

(目的)

第1条 この要綱は、区内関係防災機関の協力を得て、東京都地震対策条例第 34 条の規定に基づき、品川区民が町会

(自治会などの団体を含む。以下｢町会｣という。)を母体として自主的に結成する防災区民組織の育成を図るために必要な

事項を定めることを目的とする。
(定義)

第2条 この要綱で防災区民組織とは、区民が町会を母体として自主的に結成する組織でその町会の存する区域内の全

区民を構成員とするものをいい、その町会に存する区民消火隊･ミニポンプ隊は、防災区民組織内の防災部に位置づけるも

のとする。また関係防災機関とは、消防署、;肖防団および警察署をいう。
(育成 ･指導の基本的方針)

第3条 防災区民組織は、自主的に結成され運営されるべきものである。
したがって、区および関係防災機関は、あくまでも地域の区民に対する防災意識の普及および高揚を図ることに主眼をお

き、その結果として防災区民組織の結成が促進されるよう努めることを基本とする。
(対象)

第4条 育成、指導の対象は、各町会区域を単位とする区民とする。
(育成指導機関)

第5条 育成指導機関は、品川区および関係防災機関とする。
(育成指導の実施形態)

第6条 育成指導機関は、町会長および町会役員を対象に防災区民組織の重要性、必要性について啓もう活動を行う。
2 町会が既存組織を母体として、また既存組織に防災に関する新たな組織を加える等、防災区民組織の結成を図ってい

く過程において、育成指導機関の指導、協力を必要とする場合は、町会の要請に基づき防災区民組織の重要性、地震

防災に関する知識等を内容とする説明会等を開催し、組織化の促進を図る。
3 既に防災区民組織を結成している町会に対しては、地震防災に関する知識の普及を図るために防災教育、防災訓練

の実施および訓練内容の充実を図り組織の質的向上に努めるとともに、町会内における事業所、施設等の加わった町

ぐるみの地域防災組織の確立を目指すものとする。
(組織の結成)

第7条 前条により防災区民組織を結成した町会は、｢防災区民組織の結成について｣を区長に提出するものとし、これに



より当該町会は、防災区民組織を結成したものとする。
(助成金の交付)

第8条 区は、防災区民組織の結成を促進するとともに、その運営の円滑化と組織の資質の向上を図るため、助成金を交

付する。
2 助成金交付対象事項は次の各号に限るものとする。
(1)防災用資器材、装備品、備蓄品の整備

(2)機器類の補修費

(3 )防災用印刷物の作成費

(4 )防災訓練費

3 助成金の算出基準は次の各号によるものとする。
(1)結成年度は、50円 x世帯数十3万円

(2 )結成年度の翌年度以降は、25円 x 世帯数十2万円

(3 )区民消火隊を有する防災区民組織にあっては、前2号のほか1隊につき3万円

(4 )ミニポンプ隊を有する防災区民組織にあっては、前3号のほか1隊につき2万円

(5 )防災訓練経費助成分として、訓練参加人員に応じた金額

4 助成金交付手続きは、｢品川区町会･自治会に対する助成金(環境整備･防災)交付要綱(平成元年4月 27 日制定、要

綱第 2 2 号)により一括執行するものとする。この場合にあっては、防災区民組織の長は助成金交付手続きに関する業務

をその所属する町会長に委任したものとみなす。ただし、これに拠ることが不適当な場合を除く。
(防災資器材の配備)

第9条 区は、防災区民組織における応急対策の促進を図るため、必要な防災資器材を配備するものとする。
2 防災資器材の配備を希望する防災区民組織の長は、｢防災資器材配備申請書｣(第1号様式)を区長に提出するもの

とする。
3 防災資器材を配備を受けたとき、防災区民組織の長は、｢防災費器材受領書｣(第2号様式)を提出しなければならな

し、。

4 防災区民組織は、その活動に際し十分当該資器材を活用するとともにその良好な管理保全に努めなければならない。
品川区における防災区民組織の育成に関する要綱第 10条に基づく決定事項

1 第8条第3項第5号関係(訓練助成金交付基準)

1)防災区民組織の長は、防災訓練を実施するとき、別紙(様式第3号)により事前に品川区長に報告しなければならな

し、。

2 )防災区民組織の長は、防災訓練終了後遅滞なく、別紙(様式第3号)に共催関係防災機関の証明を得て、品川区長

に報告しなければならない。
3 )区は、前年度の訓練参加延人員を基準として算出し、表 - 1による助成金を、防災区民組織に交付する。
尚、結成年度は交付しない。
4 )交付基準(表一1)

前年度訓練参加延人員 助成金額

‐50 人まで 5 ,000 円

51 人一100 人 1O P O O 円

101 人 - 200 人 20 ,00 0 円

201 人 30 ,00 0 円

2 第9条関係(配備資器材の種類と配備基準)

配備資器材 配備数

1 担架 2 基

2 折りたたみ式リアカーまたは、車イス 1台

3 破壊工具一式 1組

4 防災服一式(役員用) 1 2組

5 のぼり旗一式 1流



スタンドポンプについても今回の補正予算で配備資器材として導入されることになったようです
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スタンドポンプについては、配管が地下にあり直接口に設置するだけで、水圧のみで消火作業でき

るものです。

桑名市についてもこのような施設があれば導入の方向でお願いいたします。

育成研修では、品川区防災アドバイザ研修を開校しており、約 80 0 人の受講があったようです。そ

の上には、品川区防災アドバイザーステップアップ研修を開校し、年間約 120人の受講がありようで

す。

防災に関して重要な事かと思います。
3 耐震化の基本的な取り組み方針

民間特定建築物の耐震化促進

区内には多数の人が利用する施設が約 1,040 棟、危険物を取扱う施設が約 270 棟存在しており、耐震化率が充分とは

いえない状況にあります。これらの施設については、被災した場合大きな被害発生が想定されることから、所有者の責任

のもと、耐震化が必要です。そこで関係団体等と連携し、様々な耐震化に関する情報提供を行うとともに、耐震改修促進

法に基づき指導･助言等を実施し、耐震化の促進を図ります。
区有建築物の耐震化促進

区有建築物の耐震化率は、耐震改修の実施予定のあるものを含めると74.5 % です。
防災活動の拠点となる施設や避難所となる防災上重要な施設は、早期の耐震化が必要との観点から、長期基本計画

や総合実施計画との調整を図りながら優先性を考慮しJ順次、耐震化を進めます。また、耐震化の進捗状況について、
診断結果と改善方法を合わせて区民にみなさんに公表していきます。
耐震化促進に向けた総合的な施策

(1)耐震改修促進法、建築基準法に基づく指導･助言･勧告など

区では、街全体の安全性を向上させることを目的として、全ての建築物に対して耐震性能の向上に向けた指導･助言を

行います。特に、耐震改修促進法に基づく特定建築物の所有者に対しては、積極的に実施します。
(2 )耐震化を促進するための環境整備

相談体制の強化

相談体制の充実

リフオームに併せた耐震化の誘導

出前相談の実施

耐震化に関する情報発信の充実

地域危険度等の周知

マンション管理セミナー等を活用した耐震化の普及啓発

個別訪問による木造住宅の耐震化の普及啓発

あらゆる広報媒体を活用した普及啓発

耐震診断、改修施工者の情報提供

簡易な装置のP R、普及

耐震改修済マークの表示制度の検討

その他の安全対策

が【ナ･擁壁に対する安全対策

ブロック塀の転倒防止対策

落下物対策･家具転倒等の推進

エレベーターに対する安全対策

工作物(屋外広報物等)の転倒･落下･脱落防止対策

地震火災に対する対策

(3 )関係団体等との連携

･建築関連団体との連携の強化と耐震化支援のネットワークの構築

･耐震診断、改修施工者の情報提供

･施工業者や技術者に対する講習会の開催

生命を守るための対策 (耐震シェルター等)

地震による住宅の倒壊から高齢者等の生命を守るため、耐震化が経済的に困難な世帯を対象として安価で信頼できる耐

震シェルター等の設置を支援します。



耐震化を促進するための融資制度や税の特例

皆様が取組む住宅や建築物の耐震化を支援する為、次のような低利融資制度や税の特例を活用することができます。

低利融資

制度

●住宅修築金の融資あっ旋(耐震補強工事)

･融資あっ旋額 :10 万円以上 1,000 万円まで

･利子補給制度:倍受者負担が年利 1.0 %となるような利子補給を行います。

税の特例

●所得税の減額措置

･平成 20 年 12 月 31日までの間に耐震改修が完了した場合

･耐震改修を実施した年分の所得税額から耐震補強工事に要した費用の 10% (上限 20万円)を控除する

･耐震改修証明書等の発行:地方自治体

●固定資産税の減額措置

･平成 27 年 12 月 31日までの間に耐震改修が完了した場合

･一戸当り120 而の床面積相当分までの固定資産税額より1/2を減額

･耐震改修証明書等の発行:地方自治体、建築士事務所に属する建築士、指定確認検査機関、住宅性能

評価機関

急輸送道路沿道建築物の耐震化支援
住宅･准溥堅靱副鐙化支援事翼案鮠状況(平成24年6月29日現在)
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診断合計は 724 件過去 75万
“ - $円でしたが、150 万円に引き

上げた H24 は急増になりまし

た。品川区の木密に対する

関心が高い地域と感じました。
･ 〆 様々な資料の中で関心があっ

たのは、特定緊急輸送道路

沿道建築物の耐震化支援で

した。桑名市も木造密集地域

, の防災も大変重要かと思いま
き すが、このように様々な対策

メゼマ がないと思います。
じソ M 安全面での緊急度があまり重

ゞ要視されていないのではない
‐輝 かと感じました。
他の地域を見る事は非常に

勉強になります。


